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参考資料 
 

2.2 現状と将来見通し、課題 

2.2.1 人口 

●参考１ 

・人口分布の参考として、高齢化率の分布状況を示す。 

 

 
資料：［平成 27(2015)年］国勢調査(総務省統計局)、［令和 22(2040)年］将来人口・世帯予測ツール V2(国土交

通省国土技術政策総合研究所)より作成 

図：高齢化率の分布の現状及び将来推計 

●参考２ 

・三世代世帯等について、以下のとおり。 

 

令和２(2040)年（推計） 平成 27(2015)年（実績） 
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■一世帯当たり人員の推移（一般世帯） 

備考（※）：1990、1995 年の「三世代世帯」の世帯数は公

表データに記載されていないため「その他」に含

める。また、1990～2000 年は合併前の旧西山

町・旧高柳町との合算 

資料：各年国勢調査（総務省統計局）より作成 

備考：1990～2000 年は合併前の旧西山

町・旧高柳町との合算 

資料：各年国勢調査（総務省統計局）より

作成 

■柏崎市の世帯数と世帯構成の推移 
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図：世帯構成及び一世帯当たり人員の変化（左図再掲） 
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●参考３ 

・昭和 45(1970)年以降の DID 面積・人口密度の詳細は以下のとおり。 

・また、ＤＩＤ区域の経年比較図について、拡大したものを示す。 

 
資料：各年国勢調査(総務省統計局)より作成 

図：ＤＩＤの面積及び人口密度の推移 

 
資料：国土数値情報資料(国土技術政策総合研究所)より作成 

図：ＤＩＤ区域の経年比較（再掲） 
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人口に関する特性 

 令和２(2020)年から令和 22(2040)年にかけて、総人口は 27.0%（約 2.2 万人）減少する見込み 

 なかでも年少人口と生産年齢人口が大きく減少し、令和 22(2040)年には支える側である現役世代の人口が

半分以下（生産年齢人口が 47.2%）になる見込み 

 高齢者人口の割合は令和 22(2040)年には 43.7％になる見込みであり、今後更なる高齢化の進行が予測さ

れる 

 一世帯当たり人員は減少傾向（平成 2(1990)年 3.29 人⇒平成 27(2015)年 2.52 人） 

 中心市街地付近で人口減少が進み、令和 22(2040)年には人口密度が 40 人/ha を上回る地域が縮小・分散

する見込み 

 本市の人口減少は、出生者数が低いことと若い世代（特に女性）の転出率が高いことに大きく影響を受けて

いると推察 

 DID の人口密度は 40 年間一貫して減少 
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2.2.2 土地利用 

●参考４ 

・空き家数等の詳細は以下のとおり。 

・また、空き家の分布状況を参考に示す。 

 

 
資料：空き家実態調査報告書（柏崎市、平成 29(2017)年３月）より作成 

図：柏崎市の空き家の分布 
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資料：各年の住宅・土地統計調査より作成 

図：柏崎市の空き家数及び空き家率の推移 
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資料：空き家実態調査報告書 

（柏崎市、平成 29(2017)年３月）より作成 

図：柏崎市の空き家数の区域別構成比(再掲) 
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●参考５ 

・空き地の動向について、拡大した図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：柏崎市新庁舎周辺等活性化方策検討基礎調査（柏崎市、平成 29(2017)年３月） 

図：柏崎市中心市街地における空き地の動向（再掲） 

 

 

2.2.3 都市機能 

 

  

土地利用に関する特性 

 人口減少局面に入っても市街地（建物用地面積）は郊外に拡大し続け、近年も用途地域外での開発行為あり。 

 空き家が増加し、現在約 6 戸に 1 戸が空き家の状態であり、特に用途地域内に集中して存在 

都市機能に関する特性 

 医療、高齢者福祉、教育、商業等の日常的に利用する施設は中心部の人口の多い地区に集中して立地 

 徒歩圏内の人口密度は現状 20 人/ha 程度またはそれ以下と低いうえ、将来的にさらに低密度になるとの推

計であり、公共サービス水準の維持困難、店舗・サービスの縮小・撤退が懸念 

 あ 

➀ 

② 
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2.2.4 交通  

●参考６ 

・市内公共交通の利用者数について、過去 10 年の動向を詳細に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：1) 東柏崎駅含む無人鉄道駅の乗車人員は平成 23(2011)年度以降非公開 

   2) 管内路線バスは市内路線及び広域路線(高速バス除く)の合計値 

資料：各年柏崎市統計年鑑より作成 

図：柏崎市内鉄道主要駅の乗車人員及び柏崎管内バス乗客数の推移 

●参考７ 

・１世帯当たりの自動車保有台数を換算する基とした自動車の登録台数について、軽自動車・

乗用車別に過去 10 年の動向を示す。 

 
資料：各年柏崎市統計年鑑より作成 

図：自動車登録台数の推移 

  

31,632 31,016

19,043 22,724

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

台

軽自動車

乗用車

50,675
53,740

乗用車登録台数は横ばい
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 都市計画区域内において鉄道駅とバス停の徒歩圏外の地域の居住人口は約 2 割、また、公共交通の不便な地

域（鉄道駅と運行本数 3 本/時間以上のバス停の徒歩圏外）の居住人口は約 6 割 

 市内鉄道・路線バスの乗客数は全体的に減少傾向にある一方、自動車登録台数は増加傾向 
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2.2.5 産業活動 

●参考８：産業全般（参考資料にのみ掲載） 

・本市の産業は、卸売業・小売業、製造業、建設業の順に付加価値額が高く、この 3 業種で全

体の 7 割を占めている。ただし、これら主要産業の従業者数は経年的に減少しており、全産

業よりも減少率が大きい状況。 

 

資料：平成 28(2016)年経済センサス-活動調査をもとに RESAS により作成 

図：柏崎市の付加価値額の産業構成（企業単位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：1999～2004 年は合併前の旧西山町・旧高柳町との合算 

資料：（1999～2006 年）事業所・企業統計調査、（2012～2016 年）経済センサス-活動調査より作成 

図：柏崎市の主要産業別の民営事業所の従業者数の推移 
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●参考９：商業全般（参考資料にのみ掲載） 

・市全体の小売業に関して、事業所数は平成 6(1994)年以降減少を続けているのに対し、商品

販売額は平成 9(1997)年、従業員数及び売場面積は平成 14(2002)年をピークに減少傾向に

あり、いずれの値も平成 26(2014)年には過去 20 年間の統計で最も低い値となった。 

 
資料：各年の商業統計調査より作成 

図：柏崎市の小売業統計値の推移 

●参考10 

・中心市街地を構成する町丁目について、備考に示す。 

 

備考：中心市街地を構成する町丁目：駅前一丁目、駅前二丁目、新橋、西本町一丁目、西本町二丁目、日石町、鏡

町、錦町、東本町一丁目、東本町二丁目、東本町三丁目、中央町、諏訪町、小倉町、柳橋町、幸町、宝町 

資料：平成 18(2006)年事業所・企業統計調査、平成 28(2016)年経済センサス-活動調査より作成 

図：市全体・中心市街地別の事業所数の推移（再掲） 
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  産業活動に関する特性 

 本市内に従業・通学する市民の割合は 89%と高く、市民の働く場所と住む場所が近接している 

 女性の就業率は 46%、全就業者に占める女性の割合は 42%と、市内の女性の労働参加は比較的少ない 

 本市の付加価値額の大きな割合を占める、卸売業・小売業、製造業、建設業の従業者数は減少傾向にあり、

主要産業の活力低下が懸念 

 全市的に小売業の事業所数、商品販売額、従業員数、売場面積は減少傾向 

 商業は、全産業と比べて事業所数の減少率が大きく、特に中心市街地の商業は減少率が大きい 

 本市は、エネルギーのまちとして環境エネルギー関連産業の創出を重視 
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2.2.6 災害 

●参考 11：原子力災害（参考資料にのみ掲載） 

・本市では、市内全域を原子力災害対策重点区域としたうえで、原子力発電所からの距離に応

じて即時避難区域（PAZ）と避難準備区域（UPZ）に区分し1、原子力災害対策を定めている。

また、緊急時の避難先は、UPZ 圏外の自治体が指定されている。都市計画区域及び用途地域

内の地区には、PAZ と UPZ の両区域が存在し、妙高・糸魚川・上越方面または湯沢・南魚沼

方面の避難先が指定されている。 

 

資料：原子力災害に備えた柏崎市広域避難計画より作成 

図：原子力災害対策重点区域及び避難先の指定の考え方  

                                                   
1 即時避難区域（PAZ：Precautionary Action Zone）：予防的防護措置を準備する区域 

避難準備区域（UPZ：Urgent Protective Action Planning Zone）：緊急時防護措置を準備する区域 

原子力災害対策重点区域の範囲 避難先の指定の考え方 

災害に関する特性 

 都市計画区域内の郊外部や用途地域内の西側の山沿いの住宅地に、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区

域、急傾斜地崩壊危険区域等が存在 

 鵜川・鯖石川・別山川沿いの地域に各河川がはん濫した場合の浸水想定区域が、また、沿岸部・河川遡上地

域に津波災害警戒区域が指定され、中心市街地や人口密度の高い市街地にも水害の危険性の高い災害ハザー

ドエリアが存在 

 都市計画区域内は、原子力災害に備えた PAZ と UPZ の両区域に指定され、避難先として指定されているの

は、妙高・糸魚川・上越方面または湯沢・南魚沼方面 
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2.2.7 財政・地価 

●参考 12 

・令和 2(2020)年度の歳入（一般会計）の内訳について、詳細に示す。 

・あわせて、歳入・歳出の経年の内訳について、詳細に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：広報かしわざき 2021 年 11 月号より作成 

図：令和２(2020)年度の歳入(一般会計)内訳 

 

資料：2014～18 年度は柏崎市決算資料、2019 年度以降は第五次総合計画に基づく財政計画より作成 

図：歳入・歳出（普通会計）の推移 
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人口減少、少子高齢化に伴う
生産年齢人口は確実に減少。 

⇒市民税収入は確実に減少 

土地の面積は減らない。 
⇒今後も安定した固定資産税 

収入を得ることが重要 
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●参考1３ 

・各地点の経年的な地価の動向を示す。 

 

  

100%

100%

12%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

固定資産税＋

都市計画税

面積

柏崎市内
中心市
街地内

出典：令和２(2020)年度国土交通省地価公示・都道

府県地価調査結果より作成 

※地点番号は下図変動率の凡例横番号に対応する 

図：地価分布 

出典：柏崎市税務課資料より作成 

図：市域に占める中心市街地の 

固定資産税・都市計画税(土地・建物)の割合 
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0.7

0.8
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3
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5

6

7

8

9 

10 

11 

14 

15 

12 

13 

財政・地価に関する特性 

 最も大きな自主財源である市税は、年々減少する見通しであり、このうち市民税収入は生産年齢人口の減少

等に伴い確実に減少していく見込み 

 最も地価が高い地域である中心市街地は、市域のわずか 0.3％の面積で市全体の約 12％の固定資産税・都市

計画税を生み出しているが、経年的には中心市街地を含めて地価は下落傾向にあり、税収の低減が懸念 

出典：各年都道府県地価調査

データより過去のデー

タが揃っている地点に

ついて作成 

図：平成 12 (2000)年を

基準とした地価の変動率 
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2.2.8 社会資本 

●参考 14 

・公共施設等総合管理計画において整理された公共施設の総延床面積と人口の推移について、

拡大したものを示す。 

 

資料：柏崎市公共施設等総合管理計画（令和２(2020)年３月） 

図：公共施設の総延床面積と人口の推移（再掲） 

 

  

社会資本に関する特性 

 2000 年代前半まで増加を続けてきた公共施設が今後老朽化する局面を迎えるため、全ての保有施設を維持

し続ける場合は維持管理・更新費用が増加する見込み 
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2.3 市民ニーズ・評価（市民へのアンケート結果より） 

●参考 15 

・第五次総合計画後期基本計画策定に向けて実施した「柏崎市まちづくり市民アンケート」の

設問のうち、立地適正化計画策定に関わる設問を抜粋し、その集計結果の詳細を示す。 

 
備考：小数点第一位を四捨五入しているため、内訳の合計値が 100%にならない場合あり 

資料：柏崎市まちづくり市民アンケート（令和 2(2020)年 7～8 月実施）より作成 

図：柏崎駅周辺整備及び公共交通機関に関する市民の満足度及び重要度 

 

設問：柏崎市の現状についての満足度と、 

今後の施策の重要度について、どう思われますか。 

公共交通機関（鉄道や路線バス等）の利便性 

<満足度> <重要度> 

柏崎駅周辺の整備 

<満足度> <重要度> 

<地区区分> 

5%

4%

3%

3%

13%

1%

7%

6%

2%

4%

26%

25%

27%

22%

19%

26%

22%

29%

24%

31%

35%

36%

35%

37%

40%

42%

35%

35%

38%

33%

23%

25%

27%

32%

10%

27%

27%

21%

26%

18%

11%

9%

8%

6%

19%

4%

9%

9%

10%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平均（市全域）

平均（以下の地区）

中央・比角

大洲・鯨波

荒浜

剣野

枇杷島・半田

西中通・北鯖石

田尻

高田

満足
どちらかと
いえば満足 不満

どちらかと
いえば不満 わからない

2%

2%

2%

5%

1%

3%

4%

1%

18%

19%

23%

13%

17%

16%

20%

15%

19%

17%

35%

34%

34%

50%

33%

39%

33%

31%

29%

40%

33%

32%

30%

29%

29%

35%

32%

36%

34%

30%

12%

12%

11%

7%

16%

8%

12%

14%

17%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平均（市全域）

平均（以下の地区）
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枇杷島・半田
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田尻
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どちらかと
いえば不満 わからない
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43%

41%
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46%
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4%
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6%

3%

3%

1%
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5%

2%

8%

7%

5%

6%

13%

7%

7%

12%

4%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平均（市全域）

平均（以下の地区）

中央・比角

大洲・鯨波

荒浜

剣野

枇杷島・半田

西中通・北鯖石

田尻

高田

重要
どちらかと
いえば重要

重要で
はない

わから
ない

あまり重要で
はない
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37%

41%

33%

24%

36%

39%

34%

35%

44%

45%

44%

42%
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44%

46%

43%

45%
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9%

8%

8%

13%
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7%
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平均（市全域）

平均（以下の地区）
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資料：柏崎市まちづくり市民アンケート（令和 2(2020)年 7～8 月実施）より作成 

図：まちの活力を維持していくために重要だと市民が感じること 

 

  

設問：まちの活力を維持していくためにはどのようなことが重要とお考えですか。（最大 3 つまで回答可） 

（有効回答者数 1,326 人） 

45%

41%

29%

27%

21%

20%

17%

16%

16%

12%

9%

8%

6%

4%

4%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子育て支援の充実

多様な世代が共に暮らせるための医療、福祉の充実

商店街の活性化、まちなかの居住環境向上などの中心市街地の活性化

移住者の受入れに対する積極的な取組

安心して暮らし続けるための防犯、防災対策の充実

起業家や新産業参入に対する支援などによる雇用の創出

新エネルギー産業などの新たな産業の創出

まちを担う人材を育成するための特色ある教育の充実

農林水産業や地場産業、既存産業の振興

ワーク・ライフ・バランスの推進等による⼥性が働き続けられる環境

高齢者がより社会参加しやすい取組の充実

地域資源を市外に発信することによる観光・交流の促進

分散して居住するのではなく、なるべくまとまって居住するような⼯夫

町内会や市民団体への活動支援によるコミュニティの活性化

市内二大学との連携による様々な地域課題の解決

国際目標であるSDGs達成に向けた取組

その他

市民ニーズ・評価に関する特性 

 多くの市民が、柏崎駅周辺の整備及び公共交通機関の利便性に関する満足度は低い一方で、重要度は高いと

評価 

 まちの活力維持に重要なこととして上位に挙げられたのは、子育て支援の充実、多様な世代が共に暮らせる

ための医療・福祉の充実、商店街の活性化・まちなかの居住環境向上などの中心市街地の活性化等 
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2.4 その他の社会状況の変化 

2.4.1 新型コロナウイルス感染症に伴う生活意識等の変化 

●参考 16 

・内閣府が令和 2(2020)年の新型コロナウイルス感染拡大後に行った調査のうち、立地適正化

計画策定に関わる設問を抜粋し、その結果の詳細を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：東京圏は東京都・埼⽟県・千葉県・神奈川県を指す 

資料：第2回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（内閣府、令和

2(2020)年12月実施） 

図：東京圏在住者の地方移住への関心の高まり（１／２）  

※2020年5月以降 

の行動を質問 

全年齢 20 歳代 

地方移住に向けた行動をとった人の割合（東京圏在住で地方移住に関心がある人） 

行動の具体的な内容 

2019.12 

 

2020.5 

 

2020.12 

2019.12 

 

2020.5 

 

2020.12 

2019.12 

 

2020.5 

 

2020.12 

2019.12 

 

2020.5 

 

2020.12 

地方移住への関心（東京在住者） 

新型コロナ 

ウイルス 

感染拡大前 
感染拡大後 

新型コロナ 

ウイルス 

感染拡大前 
感染拡大後 
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資料：第2回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査(内閣府、令和

2(2020)年12月実施) 

図：東京圏在住者の地方移住への関心の高まり（２／２） 

 

地方移住への関心理由（東京圏在住で地方移住に関心がある人） 

東京圏：東京都・埼⽟県・

千葉県・神奈川県 

大阪圏：大阪府・京都府・

兵庫県・奈良県 

名古屋圏：愛知県・三重

県・岐阜県 

地方圏：三大都市圏以外の

北海道と 35 県 

※第 1 回調査は 2020 年 5

～6 月、第 2 回調査は同

年 12 月に実施 

新型コロナウイルス感染拡大前と比べた学生（高校生・大学生等）の将来の進路希望の変化 

新型コロナウイルス感染症に伴う社会の変化に関する特性 

 新型コロナウイルス感染拡大前に比べて、東京圏在住者、特に20歳代の若者の地方移住への関心が高まって

いる 

 地方移住への関心が高まった理由として、テレワークによって地方でも同様に働けると感じたことが上位に

挙げられ、オンラインで働ける環境の整備が地方移住へのハードルを下げる効果や若い労働力の確保につな

がると見込まれる 




